
平成 14年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 13年 11月 14日

上  場  会  社  名 株式会社ヨコオ 上場取引所 東

コード番号   6800 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 代表取締役社長 東京都
　　　　　氏       名　　徳間順一 TEL (03) 3916 - 3111
中間決算取締役会開催日　　平成 13年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 13年 12月 10日

１. 13年 9月中間期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 13年 9月 30日）
(1)経営成績

 売   上   高  営　業　利　益  経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 9月中間期 10,768 △ 15.6 320 △ 78.3 438 △ 70.7
12年 9月中間期 12,755 26.0 1,477 75.7 1,494 108.1
13年 3月期 25,978 2,566 2,763

 中間(当期）純利益  １ 株 当 た り 中 間
 ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
13年 9月中間期 132 △ 63.0 6.33
12年 9月中間期 356 72.2 17.13
13年 3月期 903 43.32
(注)①期中平均株式数    13年 9月中間期 20,849,878 株   12年 9月中間期 20,842,735 株   13年 3月期 20,846,032 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）13年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当   -  円    銭
13年 9月中間期 4.00 －    特別配当   -  円    銭
12年 9月中間期 4.00 －
13年 3月期 － 12.00

(3)財政状態
 総  資  産  株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 9月中間期 23,034 12,489 54.2 599.03
12年 9月中間期 24,578 12,275 49.9 588.74
13年 3月期 25,682 12,738 49.6 610.98
(注)期末発行済株式数    13年 9月中間期 20,849,878 株   12年 9月中間期 20,849,878 株   13年 3月期 20,849,878 株

２. 14年 3月期の業績予想（ 平成 13年 4月 1日  ～  平成 14年 3月 31日 ）
　  売   上   高  経　常　利　益  当　期　純　利　益 １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 20,000 750 240 4.00 8.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   11 円 51 銭 
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中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表中間貸借対照表
- (単位：千円）

期別

科目 金額 金額 金額
% % %

Ⅰ
1. 7,111,581 6,416,506 8,258,158
2. 1,043,782 929,118 865,014
3. 6,169,825 4,781,844 5,233,384
4. 1,385,859 1,319,676 1,656,457
5. 594,419 792,146 589,624
6. 89,055 120,365 120,365
7. - 1,287,972 1,237,232
8. 1,326,420 159,805 286,836
9. △ 10,900 △ 6,000 △ 5,600

17,710,044 72.06 15,801,434 68.60 18,241,473 71.03

Ⅱ
(1) 有形固定資産
1. 499,852 523,478 473,200
2. 513,908 599,983 541,152
3. 531,084 462,280 544,154
4. 877,390 833,387 1,148,914

2,422,236 9.86 2,419,130 10.50 2,707,420 10.54
(2) 無形固定資産 8,111 0.03 6,535 0.03 7,492 0.03
(3) 投資その他の資産
1. 1,355,241 1,015,035 1,431,607
2. 1,890,242 2,029,327 1,894,327
3. 271,063 607,304 450,665
4. 1,026,872 1,184,171 957,534
5. △ 9,800 △ 8,085 △ 8,185
6. △ 96,000 - -
7. - △ 20,000 -

4,437,620 18.05 4,807,753 20.87 4,725,949 18.40
6,867,968 27.94 7,233,418 31.40 7,440,862 28.97
24,578,012 100.00 23,034,853 100.00 25,682,335 100.00

Ⅰ
1. 3,667,288 2,693,772 3,881,388
2. 2,125,324 1,538,793 1,975,748
3. 6,500 3,250 6,500
4. 287,834 41,702 575,552
5. 173,000 166,000 193,000
6. 528,817 412,530 606,011

6,788,764 27.62 4,856,048 21.08 7,238,200 28.18

Ⅱ
1. 4,866,000 4,866,000 4,866,000
2. 3,250 - -
3. 198,442 488,406 356,012
4. 446,310 334,655 483,210

5,514,002 22.44 5,689,061 24.70 5,705,222 22.22
12,302,767 50.06 10,545,110 45.78 12,943,422 50.40

Ⅰ 3,996,269 16.26 3,996,269 17.35 3,996,269 15.56
Ⅱ 3,981,928 16.20 3,981,928 17.29 3,981,928 15.50
Ⅲ 302,800 1.23 327,647 1.42 311,047 1.21
Ⅳ その他の剰余金
1. 3,630,200 14.77 4,261,481 18.50 3,630,200 14.14
2. 364,047 1.48 138,284 0.60 819,466 3.19

3,994,247 16.25 4,399,765 19.10 4,449,667 17.33
Ⅴ その他有価証券評価差額金 - - △ 215,867 △ 0.94 - -

12,275,245 49.94 12,489,743 54.22 12,738,912 49.60
24,578,012 100.00 23,034,853 100.00 25,682,335 100.00

前事業年度要約貸借対照表
(平成13年3月31日現在)

構成比

前中間会計期間末
(平成12年9月30日現在)

当中間会計期間末
(平成13年9月30日現在)

構成比

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
貸 倒 引 当 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式

構成比

そ の 他

建 物
機 械 及 び 装 置

未 収 入 金

(資 産 の 部)

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金

関係会社整理損失引当金
関係会社投資損失引当金

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

資 本 合 計

長 期 借 入 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

任 意 積 立 金
中間 (当期 )未処分利益

資 本 金
資 本 準 備 金

そ の 他

転 換 社 債

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債

負 債 及 び 資 本 合 計

利 益 準 備 金

流 動 負 債

(資 本 の 部)

負 債 合 計
固 定 負 債 合 計

短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 剰 余 金 合 計

買 掛 金
支 払 手 形

流 動 資 産

固 定 資 産

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

(負 債 の 部)

工 具 器 具 備 品
そ の 他

固 定 資 産 合 計
投資その他の資産合計
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中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書中間損益計算書
- (単位：千円）

期別
科目

金額 百分比 金額 百分比 百分比
% % %

Ⅰ 12,755,308 100.00 10,768,906 100.00 25,978,621 100.00

Ⅱ 9,738,327 76.35 8,848,954 82.17 20,239,456 77.91

3,016,981 23.65 1,919,951 17.83 5,739,164 22.09

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,539,806 12.07 1,599,360 14.85 3,172,780 12.21

1,477,174 11.58 320,591 2.98 2,566,384 9.88

Ⅳ 40,816 0.32 170,445 1.58 222,873 0.86

Ⅴ 23,872 0.19 52,956 0.49 25,940 0.10

1,494,119 11.71 438,079 4.07 2,763,317 10.64

Ⅵ 871,042 6.83 4,044 0.04 916,648 3.52

Ⅶ 1,704,208 13.36 248,193 2.31 2,063,784 7.94

660,952 5.18 193,930 1.80 1,616,181 6.22

304,000 2.38 61,925 0.57 924,000 3.55

- - - - △ 210,911 △ 0.81

356,952 2.80 132,005 1.23 903,092 3.48

7,094 6,279 7,094

- - 82,473

- - 8,247

364,047 138,284 819,466

至  平成12年 9月30日

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

中間（当期）未処分利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 配 当 額

中間配当に伴う利益準備金積立額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

税引前中間（当期）純利益

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

特 別 損 失

至  平成13年 3月31日

当中間会計期間
自  平成13年 4月 1日
至  平成13年 9月30日

前中間会計期間
自  平成12年 4月 1日

前事業年度要約損益計算書
自  平成12年 4月 1日
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1. 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券…償却原価法(定額法)によっております。

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券… 時価のあるもの     中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）によっ

ております。

時価のないもの     移動平均法による原価法によっております。

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品：総平均法による原価法

3. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産…定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　15年～50年　　機械及び装置　10年

工具器具備品　2年～5年

(2) 無形固定資産（ソフトウェア）…　ソフトウェア（自社利用分）については、社内

における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

によっております。

4. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　一般債権…貸倒実績率によっております。

貸倒懸念債権及び破産更生債権…財務内容評価法によっております。

(2) 関係会社投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を検討して計上し

ております。

(3) 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に充てるため、当中間会計期間末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（ 2,031,026千円）については、投資有価証券（時価

1,008,722千円）を退職給付信託に拠出することにより同額を一時に費用処理し、

残高（1,022,034 千円）については 3 年による按分額を特別損失に計上しており

ます。

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生事業年度

から費用処理しております。

5. 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し

ております。

6. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

7. その他

消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

表示方法の変更

「関係会社短期貸付金」は、前中間会計期間まで流動資産の「その他」に含めて

表示していましたが、当中間会計期間末において資産の総額の 100 分の 5 を超

えたため、区分掲記しました。

なお、前中間会計期間の「関係会社短期貸付金」の金額は 983,240 千円であり

ます。

追加情報

（金融商品会計）

その他有価証券のうち時価のあるものの評価方法については、当中間会計期間より

金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、移動平均法による原価法から中間決

算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）に変更しております。

この結果、その他有価証券評価差額金△215,867千円、繰延税金資産 156,639千円

が計上されております。

（１株あたり配当金内訳）

　　　

円 銭 円 銭 円 銭
普通配当金 4 .00 4 .00 8 .00
記念配当金 0 .00 0 .00 4 .00

13年3月期
（年間配当）

13年9月中間期
（中間配当）

12年9月中間期
（中間配当）



(中間貸借対照表関係)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,361,292 千円 1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,920,730 千円 1. 有形固定資産の減価償却累計額 3,486,032 千円

2. 借入金担保に供しているものは次の通りです。 2. 借入金担保に供しているものは次の通りです。 2. 借入金担保に供しているものは次の通りです。
（イ）投資有価証券 80,870 千円 （イ）投資有価証券 54,782 千円 （イ）投資有価証券 80,870 千円

 同上に対する債務額  同上に対する債務額  同上に対する債務額
長期借入金(一年以内返済予定分含む） 9,750 千円 一年以内返済予定の長期借入金 3,250 千円 一年以内返済予定の長期借入金 6,500 千円

3. 3. 3.

貸 出 コ ミ ッ ト メ ン ト の 総 額 2,500,000 千円
借 入 実 行 残 高 - 千円
差 引 額 2,500,000 千円

4. 偶発債務 4. 偶発債務 4.
銀行借入に対する保証債務
東莞友華通信配件有限公司 45,180 千円

5. 5. 5.
受 取 手 形 割 引 高 6,801 千円 輸 出 為 替 手 形 割 引 高 2,945 千円 輸 出 為 替 手 形 割 引 高 1,573 千円
輸 出 為 替 手 形 割 引 高 1,849 千円

6. 消費税等の取扱い 6. 消費税等の取扱い 6.
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動資産のその他 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ流動資産のその他
に含めて表示しております。 に含めて表示しております。

7. 中間期末日満期手形の処理 7. 中間期末日満期手形の処理 7. 期末日満期手形の処理

当中間期末日の満期手形は次のとおりです。 当中間期末日の満期手形は次のとおりです。 当期末日の満期手形は次のとおりです。
受 取 手 形 76,371 千円 受 取 手 形 100,836 千円 受 取 手 形 167,554 千円
受 取 手 形 割 引 高 38,000 千円 支 払 手 形 624,253 千円 支 払 手 形 751,408 千円
支 払 手 形 676,330 千円

8. 8. 8.

(中間損益計算書関係)

1. 営業外収益の主なもの 1. 営業外収益の主なもの 1. 営業外収益の主なもの
受 取 利 息 16,084 千円 受 取 利 息 17,807 千円 受 取 利 息 37,972 千円
受 取 配 当 金 4,882 千円 受 取 配 当 金 132,111 千円 受 取 配 当 金 8,817 千円
為 替 差 益 6,437 千円 受 取 技 術 指 導 料 8,895 千円 為 替 差 益 138,804 千円
受 取 技 術 指 導 料 6,425 千円 受 取 技 術 指 導 料 22,532 千円

2. 営業外費用の主なもの 2. 営業外費用の主なもの 2. 営業外費用の主なもの
支 払 利 息 15,369 千円 支 払 利 息 368 千円 支 払 利 息 16,942 千円
自 己 株 式 売 却 損 1,260 千円 為 替 差 損 46,385 千円 自 己 株 式 売 却 損 1,344 千円
手 形 売 却 損 4,058 千円 手 形 売 却 損 4,058 千円

3. 特別利益の主なもの 3. 特別利益の主なもの 3. 特別利益の主なもの
退 職 給 付 信 託 設 定 益 843,412 千円 投 資 有 価 証 券 売 却 益 4,044 千円 退 職 給 付 信 託 設 定 益 843,412 千円
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 23,551 千円 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 27,140 千円

投 資 有 価 証 券 売 却 益 44,953 千円

4. 特別損失の主なもの 4. 特別損失の主なもの 4. 特別損失の主なもの
投 資 有 価 証 券 評 価 損 111,152 千円 投 資 有 価 証 券 評 価 損 50,739 千円 投 資 有 価 証 券 評 価 損 135,607 千円
過年度役員退職慰労引当金繰入額 265,360 千円 退職給付会計基準変更時差異償却額 170,383 千円 過年度役員退職慰労引当金繰入額 265,360 千円
退職給付会計基準変更時差異償却額 1,179,105 千円 関係会社投資損失引当金繰入額 20,000 千円 退職給付会計基準変更時差異償却額 1,349,489 千円
施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 141,350 千円 施 設 利 用 会 員 権 評 価 損 118,400 千円

投 資 有 価 証 券 売 却 損 41,440 千円
施 設 利 用 会 員 権 売 却 損 72,947 千円
固 定 資 産 除 売 却 損 80,539 千円

5. 5. 5.

6. 減価償却実施額 6. 減価償却実施額 6. 減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 142,957 千円 有 形 固 定 資 産 157,278 千円 有 形 固 定 資 産 337,610 千円
無 形 固 定 資 産 976 千円 無 形 固 定 資 産 618 千円 無 形 固 定 資 産 10,383 千円

注 記 事 項

自　平成12年 4月 1日 自　平成12年 4月 1日自　平成13年 4月 1日
前事業年度当中間会計期間

当中間期末日は金融機関が休日でありましたが、満期日に決済され
たものとして処理しています。

前中間会計期間

前事業年度末

（平成13年3月31日現在）

当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行4行と貸出コ
ミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当中
間会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであります。

中間会計期間における税金費用は簡便法により計算している為、
「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」を一括して
表示しております。

至　平成12年 9月30日

なお、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、前中間会計期間
において「支払利息割引料」に含めて表示していた手形割引料
（前事業年度14,316千円）は、当中間会計期間より「手形売却
損」（4,058千円）として表示しております。

中間会計期間における税金費用は簡便法により計算している為、
「法人税、住民税及び事業税」及び「法人税等調整額」を一括して
表示しております。

前中間会計期間末

（平成12年9月30日現在）

当中間会計期間末

（平成13年9月30日現在）

関係会社株式には平成13年3月31日を払込期日とする株式会社ヨコ
オファインメカに係る新株式払込金 100,000千円を含んでおりま
す。

当期末日は金融機関が休日でありましたが、満期日に決済されたも
のとして処理しています。

至　平成13年 3月31日至　平成13年 9月30日

当中間期末日は金融機関が休日でありましたが、満期日に決済され
たものとして処理しています。
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（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも 　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンスリース取引 の以外のファイナンスリース取引 の以外のファイナンスリース取引

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
　額及び中間期末残高相当額 　額及び中間期末残高相当額 　額及び当期末残高相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

214,187 41,157 173,030 214,187 86,431 127,756 214,187 67,950 146,236
295,065 126,572 168,493 318,150 161,567 156,582 295,065 154,582 140,483
252,061 68,125 183,936 262,944 119,336 143,607 257,764 93,500 164,263

合計 761,315 235,855 525,460 合計 795,282 367,335 427,946 合計 767,017 316,034 450,983

②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料中間期末残高相当額 ②未経過リース料期末残高相当額
137,355 千円 139,784 千円 137,190 千円
399,375 311,587 335,728
536,731 451,372 472,918

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 ③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
75,567 千円 76,864 千円 151,998 千円
71,246 千円 72,339 千円 147,853 千円
7,536 千円 6,179 千円 14,432 千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 ④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法 ・減価償却費相当額の算定方法
……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
　　定額法によっております。 　　定額法によっております。 　　定額法によっております。

・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法 ・利息相当額の算定方法
……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額との
　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 　　差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
　　ては利息法によっております。 　　ては利息法によっております。 　　ては利息法によっております。

（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

支払利息相当額

1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

中 間 期 末 残 高
 相 当 額

機械及び装置
工具器具備品
ソフトウェア

前 中 間 会 計 期 間
自 平 成 12 年 4 月 1 日
至 平 成 12 年 9 月 30 日

前 事 業 年 度当 中 間 会 計 期 間

（
自 平 成 13 年 4 月 1 日

）至 平 成 13 年 9 月 30 日

支払利息相当額

取得価額相当額 減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

1 年 以 内
1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

工具器具備品工具器具備品

1 年 以 内

ソフトウェア ソフトウェア

1 年 以 内

支払利息相当額

1 年 超
合 計

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

当 期 末 残 高
 相 当 額

中 間 期 末 残 高
 相 当 額

（

機械及び装置

） ）
自 平 成 12 年 4 月 1 日
至 平 成 13 年 3 月 31 日

取得価額相当額 減 価 償 却 累
計 額 相 当 額

機械及び装置

減 価 償 却 累
計 額 相 当 額取得価額相当額

（
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